
経済産業省の取組について

令和８年６月



○実施日：令和８年５月25日

○要請先：日本自動車会議所

○要請者：赤澤経済産業大臣

• 業界との懇談会や地方公共団体の首長との面談等の場において、大臣等ハイレベルから、価格転
嫁・取引適正化の取組を継続するよう要請。

• 今後も、意見交換等の場を活用しながら、継続的に働きかけを行っていく。

要請をする井野副大臣

業界団体等に対する要請（自動車業界・小売業界、地方自治体の例）

自動車業界

○実施日：令和８年５月15日

○要請先：日本フランチャイズ
チェーン協会

○要請者：井野経済産業副大臣

小売業界

要請をする赤澤大臣

地方自治体

○実施日：令和８年５月13日

○要請先：兵庫県西脇市

○要請者：山田経済産業副大臣

要請をする山田副大臣
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自動車サプライチェーン取引適正化会議について

 取引適正化に関する自動車業界の課題やそれら解決に向けた取組を見える化し、業界における取引適正化の更な
る進展を確保することを目的に、令和８年２月、「自動車サプライチェーン取引適正化会議」を設置。

 第１回（２月５日）、第２回（４月20日）に会議を開催し、越智政務官も参加。自工会・部工会・素形材団体の
協力を得て実施した自動車産業における取引適正化に関する実態調査の結果を報告するとともに、主に「型等の
取引」に係る課題・取組について参加者から説明、意見交換を実施した。

 参加者からは、型等の保管・管理に係る現場負担や、型等の廃棄判断の遅れと構造的課題、サプライチェーン全
体での連携の必要性など型等の取引に係る様々な意見があり、関係者間で課題の共有が図られた。

 今後も、「補給品」や「代金決定」等に係る論点を取り上げる予定。

●政府
越智政務官、伊吹製造産業局長、伊藤自動車課長、大今素形材室長 等

●自工会
松永副会長 専務理事、調達部会 本間部会長、鈴木副部会長、
古澤副部会長、越智委員

●部工会
大下副会長 専務理事、サプライチェーン部会 渡辺部会長、
岩井副部会長、田村委員、中小企業施策委員会 石川委員長

●素形材団体等
日本金型工業会 中里専務、日本金属熱処理工業会 渡邊会長、
日本金属プレス工業協会 久野会長、日本ダイカスト協会 蔦会長、
日本鍛造協会 南條副会長、日本鋳造協会 鈴木副会長、
全日本プラスチック製品工業連合会 住田副会長、
日本粉末冶金工業会 澤山専務

●オブザーバー
公取委 柴山企業取引課長、中企庁 小高取引課長

議題

⚫ 実態調査結果の報告、「型等の取引」に係る課題・取組に
ついて関係団体から説明、意見交換

第２回参加者

越智政務官（写真中央）



燃料小売業における価格基準

財務省、外務省、農林水産省及び経済産業省共同の
令和８年度公用車燃料調達契約

➢ 契約方式：随意契約（令和８年度から）

➢ 契約相手：東京都石油業協同組合

➢ 契約単価：
給油する各月の前月第２、３、４週の都道府県毎※１の給油所小売
価格※２の平均 を基に算出

※１ 発注者が所在する都道府県
※２ 資源エネルギー庁「石油製品価格調査」給油所小売価格調査（ガソリン、軽油、

灯油）による

資源エネルギー庁「石油製品価格調査」 

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/petroleum_and_lpgas/pl007/results.html

燃料調達契約における随意契約の事例

• 災害時を含め、地域の燃料供給拠点を維持するためには、随意契約等を活用し、「地方公共団体等との間で

積極的に災害時の燃料供給協定を締結している石油組合」の受注機会を拡大することが重要。

• 受注機会の拡大等を促すため、「災害時に優先的に供給すべきとされている重要施設や緊急車両等については

特に平時と災害時の一体的な契約を求める」とともに、「契約単価についても、資源エネルギー庁が公表する石

油製品価格調査の価格と連動した単価を推奨」する旨の配慮要請文書を発出（令和８年５月19日）。
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